
 
「禁煙」施設応援事業の分類  

種  別  属  性  主な対象施設  
１  教育機関  一定期間においてほぼ固定的な生徒・学生・受講者が集まり、一

定時間を過ごす施設  幼稚園、小・中学校、高校、大学、専門学校、自動車学校、

学習塾・予備校、音楽・珠算教室等  
２  保健 、医療  患者等の受動喫煙の影響を受け

やすい者が利用する施設  保健施設、病院、診療所、歯科診療所、助産所、薬局、 
接骨院・鍼灸・マッサージ等  

３  児童施設  ２０歳未満が主に利用する施設  保育所・こども園、学童保育所、託児所、子育て支援施

設、障害児施設等  
４  老人福祉

施設  高齢者が主に利用する福祉施設  高齢者福祉施設、老人ホーム、介護保険施設等  
５  飲食店  客に飲食物を提供する施設  

（調理場と接客スペースがある） レストラン、喫茶店等  
６  宿泊施設  宿泊する施設  ホテル、民宿等   
７  店舗  

娯楽施設  不特定多数の住民が集まり、 
一定時間を過ごす施設  エステ、カラオケ、パチンコ、コンビニエンスストア、スーパー販

売店舗、スポーツジム、美容院、カイロプラクティス、整体、 
ドラックストア（調剤薬局は除く）等  

８  企業  
事務所  
金融機関  事務・作業などを、ほぼ一定した人員が行う施設  会社、事務所、工場、各種金融機関等  

９  その他  その他  上記に該当しない施設    
種別 １～３：主に改正健康増進法における第１種施設に該当。（一部、第２種施設あり） 

条例で「敷地内禁煙」となる。 
ただし、テナント内の施設は「屋内禁煙」となる。  

種別 ４～９：改正健康増進法における第２種施設に該当し、原則屋内禁煙。  


